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１．職員の任免及び職員数に関する状況

（ 人）

（ 人）

（各年4月1日現在）
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※　今年度より職員数の状況について表記の仕方を変更しております。

　 （　）内は、兼務職員の外書き

2施設第二係 人 人 0

人

△ 3

0

人

人

派遣職員の派遣期間終了による減

人環境対策係 人 人 0

10計 人 人

1

施設整備係

施設第一係

人

人

人

3 2 0 1 0 7計 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 1女 0 0 0 0 0

2 2 0 1 0 6

49 54 59

男 0 0 0 0 1

50 55 60

合計～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

20 24 29 34 39 44

（５）年齢別職員構成の状況（令和7年4月1日現在）

区分

18 21 25 30 35 40 45

総務係 人 人 0 人

事務局（長） 人 人 01 1

3

※　上記職員数には管理者、副管理者、会計管理者は含みません。

（4）係名別職員数の状況

区分 職　員　数 対 前 年
主な増減理由

部署 令和6年 令和7年 増 減 数

人・　女 1

令和7年4月1日現在 7 人 男 6 人・　女 1

（3）4月1日現在の職員数

令和6年4月1日現在 10 人 男 9

勧奨 0 人

その他 0 人

（2）事由別退職者数

令和6年度退職者 0 人

定年 0 人

技術職 0 人

（1）職種別採用者数

令和6年4月1日採用 0 人 令和7年4月1日採用 0

技術職 0 人

人

職種別内訳 職種別内訳

一般事務職 0 人 一般事務職 0 人



２．職員の人事評価の状況

３．職員の給与の状況

（１）総括

　① 人件費の状況（普通会計決算）

　② 職員給与費の状況（普通会計決算）

※　ア　職員手当には退職手当、児童手当を含みません。

　　イ　職員数は令和6年4月1日現在の普通会計部門の人数です。

　③ 特記事項

（２）一般行政職給料表の状況 （単位：円）

（３）職員の平均給料月額、初任給等の状況

　① 職員の平均年齢、平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

一般行政職

　② 職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

人件費

78,065

人件費率歳入総額 歳出総額 繰越明許費 実質収支

308,517

45.2

40.8五泉市

335,500五泉地域衛生施設組合

五泉地域衛生施設組合

（単位：円）

308,500 354,700 386,100

高校卒

区分

2

220,000

188,000

五泉市

220,000

188,000

新潟県

225,600

194,500

10

給　　料

625,044

Ａ

６級

区分

区分
Ｂ/A

（参考）

5年度の人件費率

％％
令和6年度

12,442,165

（令和7年4月1日現在）

千円

6,077

一人当たり給与費

平均年齢

  １号給の
  給料月額

  最高号給の
  給料月額

258,100 398,200 415,700

（単位：円）

平均給料月額

一般行政職
大学卒

１級 ２級 ３級

千円 千円

期末・勤勉手当

千円 千円

16,977

人 千円

88,163

職員数 給　　　　　与　　　　　費

４級 ５級

Ａ

令和6年度

22年度 602,256 △ 1,575

区分

千円

　平成２８年度から、実施しました。

183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200

14.6

60,771

千円 千円

　記載する事項はありません。

40,064

Ｂ／Ａ　　計　Ｂ

3,730

千円

職員手当

12,372,743 500 68,922

Ｂ

0.6 1.3



（４）一般行政職の級別職員数の状況

　一般行政職（技能労務職員を除く）の級別職員数の状況（令和7年4月1日現在）

主事及び技師の職務

高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師

次長、主幹、係長の職務

局長及び参事の職務、困難な業務を行う次長、主幹

重要かつ困難な業務を行う局長、参事

（５）職員の手当の状況 （令和7年4月1日現在）

扶養親族のある職員に支給

円 千円 円

円

子 円

円

借家に居住する職員に支給

月額12,000円を超える家賃 千円 円

を支払っている職員に対し、

家賃の額に応じて支給

最高 円

通勤距離が2㎞以上である職員に支給

交通機関等利用者

６箇月定期券等の価額により支給 千円 円

交通用具使用者

通勤距離に応じて

2,000円から最高31,600円

通勤手当の支給限度額は

管理職員に対して職務の級等に １月当たり 千円 円

応じて定額を支給

1月当たり23,600～41,600円

酸欠の恐れ及びダイオキシン 千円 円

のある危険な箇所での修理・

清掃作業

正規の勤務時間以外に勤務し

た場合、その時間帯などに応 千円 0 円

じ1時間当たり

単価 125/100～160/100

を支給

正規の勤務時間として深夜に 千円 円

勤務した時間に応じ１時間当

たり単価25/100を支給

7

支給職員1人当た
り平均支給年額
（6年度決算）

人

人

3 人

人

  １箇月当たり150,000円

5級

6級

標準的な職務内容

人

夜間勤務
手当

同じ

43

476,400

日額

同じ 797 88,563

350 円

時間外勤
務手当

支給実績
（6年度決算）

6,500

0

27,000

職員数

100.0

区分

1級

2級

3級

1

0

4級 42.9

14.2

0.0

3 42.9

%

人

%

%

%

構成比

0

0 0.0

主査（任）､特に高度な知識又は経験を必要とする業務を行う職務

%

%

0.0

11,500 258,000

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

通勤手当

子（16歳年度初め～22歳年度末）

5,000加算

1,806

3

10,763

0 0

特殊勤務
手当

46,300円

130,300円

～

手当名 内容及び支給単価

管理職
手当

異なる 476

父母等

同じ

住居手当 異なる
左記との相違点
月額16,000円
最高28,000円

扶養手当

配偶者 3,000

同じ

0

60,720607



６月及び12月に勤務実績に応 千円 円

じ支給

　令和6年度支給率

（加算措置の状況）

制度上の段階、職務の級等に

よる加算措置

　　役職加算　5％～15％

（６）特別職の報酬等の状況（令和6年度）

管理者 年額 円

副管理者（2名） 年額 円（1人当たり）

議長 年額 円

副議長 年額 円

議員（11名） 年額 円（1人当たり）

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間の状況（令和7年4月1日現在）

・日曜日及び土曜日

・国民の祝日

・年末年始（12月29日～12月

 　31日、1月2日及び1月3日）

（2）休暇の取得状況（令和6年1月1日～12月31日までの取得状況）

人 日

日（141日2時間）

日

日

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（6年度決算）

4

手当名 内容及び支給単価

期末勤勉
手当

期末手当

勤勉手当 16,977

療養休暇 5.1 日 8

区　　分 1人当たりの平均取得日数 17 630

年次休暇 14.7 日 ######

特別休暇 1.8 日 69

1,697,739

2.50

2.10

月

支給職員1人当た
り平均支給年額
（6年度決算）

休　　　　日

同じ月

一般行政職
　・中間処理施設
　   （事務所）
　・し尿処理場

08時30分 17時15分

1週間当たり38時間45分勤務

区分

70,000

45,000

35,000

30,000

報酬等

60,000

区　　　　　　分
勤　務　時　間

始業時間 終業時間



（3）特別休暇等の導入状況（令和7年4月1日現在）

公民権の行使 必要と認められる期間

証人等としての出頭 必要と認められる期間

産前産後休暇 産前8週間、産後8週間

必要と認められる期間

妊婦の通勤緩和 1日1時間以内

生理休暇 1回について連続する2日以内

育児時間 1日２回各３０分以内

骨髄ドナー休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 1年につき5日以内

結婚休暇 連続する5日以内

妻の出産 2日以内

育児参加休暇

子の看護 １年につき５日もしくは１０日以内

短期介護休暇 １年につき５日もしくは１０日以内

忌引休暇 1日から10日

父母の法要 父母の死後15年以内で1日間

夏季休暇 5日以内

災害による現住居の滅失等 7日以内

リフレッシュ休暇 3日間（勤続30年以上３１年未満）

１年につき５日もしくは１０日以内

療養休暇 ９０日以内

介護休暇 6ヶ月以内

スクーリング休暇 1年につき42日以内

組合休暇 1年につき30日以内

（4）介護休暇の取得状況（令和6年度中に新たに取得した職員）

（5）育児休業及び部分休業の取得状況

令和5年度取得者

令和6年度取得者

５．職員の分限処分及び懲戒処分の状況（令和6年度）

（1）分限処分の件数及び処分事由

（2）懲戒処分の件数及び処分事由

件　数

件0

事　　　　　　　　　由

事　　　　　　　　　由

妊産婦の保健指導又は健康診査

有給

0 人

人
育児休業

0

部分休業 0 人

妻の産前８週から産後１年を経過する期間で５日以内

特
別
休
暇

不妊治療休暇 有給

件　数

有給

有給

無給

有給

5

0

人

無給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

件0

有給 必要と認められる期間

有給

種類 有給／無給 付与日数等

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

災害または交通機関の事故
等による出勤困難



６．職員の服務の状況（令和6年度）

営利企業等の従事許可の事由別人数

消防団員 人

水門等水位観測員 人

７．職員の退職管理の状況（令和6年度）

うち再就職者（再任用）数

８．職員の研修の状況

職員研修の実施状況（令和6年度）

新採用職員研修 人 課長級研修 人

一般職員研修第1部 人 給与事務基礎研修 人

一般職員研修第2部 人 契約事務研修 人

主任研修 人 マニュアル作成研修 人

主査研修 人 法制執務研修 人

係長研修 人

課長補佐級研修 人

９．職員の福祉及び利益の保護の状況（令和6年度）

（1）健康診断の実施状況

（4）その他の手当（平成27年4月1日現在）定期健康診断　受診者数 人（会計年度任用職員含む）

（うち人間ドック 人）

（2）公務災害及び通勤災害の発生件数

公務災害 人

通勤災害 人

１０．その他管理者が必要と認める事項

記載する事項はありません。

事　　　　　　　　　　　由

人

参加人数研　　修　　名 研　　修　　名

退職者数 0 人 0

1

1

件　数

参加人数

1

0

0

0

0

0

1

新潟県市町村総合事務組合主催研修

0

0

0

0

0

10

11

0

（会計年度任用職員含む）

6

0


